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今
年
度
の
新
た
な
取
組
の
う
ち
、
削
減
効
果

の
大
き
い
取
組
は
表
に
示
す
と
お
り
で
す
。

　

こ
れ
ら
の
取
組
の
ほ
か
に
、
継
続
的
に
続
け

て
い
る
も
の
が
あ
り
、
前
記
の
数
値
以
上
の
削

減
効
果
を
生
み
出
し
て
い
ま
す
。

 （
参
考
）

平
成　

年
度
効
果
額 

２
億
７
、 ４
６
６
万
円

１７

平
成　

年
度
効
果
額 

４
億
２
、 ５
９
８
万
円

１８

Q　

平
成　

年
度
の
具
体
的
な
取
組
の
成

１９

果
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

A　

平
成　

年
度
の
新
た
な
取
組
の
削
減

１９

効
果
を
金
額
に
す
る
と
３
億
７
、 １
６

７
万
円
と
な
り
ま
す
。

　

下
田
市
集
中
改
革
プ
ラ
ン
も
後
半
に
さ
し
か

か
っ
て
い
ま
す
。
当
面
の
目
標
と
し
て
、
今
後

の
更
な
る
少
子
高
齢
社
会
、
人
口
減
少
社
会
に

お
け
る
地
域
経
営
を
目
指
し
、
左
記
の
事
項
を

重
点
取
組
項
目
と
し
て
進
め
て
い
き
ま
す
。

Q　

今
後
の
取
組
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ

さ
い
。

A　

こ
れ
か
ら
は
計
画
期
間
後
の
下
田
市

の
姿
も
検
討
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

問
合
せ
先

企
画
財
政
課
行
革
推
進
業
務
担
当�

�
２
２
１
２

������（平成２２年度末残高２００億円以下）

������（事業の成果等の検証）

���������	
��
���

����������（民間委託、指定管理者制度、
　市場化テスト等の検討）

��������（耐震性に欠ける公の施設の整理）

��������（新しい公共空間の創出）

�������� �������

���������� �������

　ゴミ持ち込み手数料

　ゴミ袋有料化

� � � �� �������

　市税収納率の向上・滞納換価処分の強化

� � � � � � � � � 	 
 �� �����

�����������������

� � � � � � � � �� ���������

　職員給料カット（平均７．７％、県下最低給与水準）

　市長・副市長・教育長の報酬・手当カット（１０％）

　特殊勤務手当の廃止（平成１９年度から全廃）

　職員給与構造改革導入（給与カーブフラット化、

　級･号給構成の再編見直し）

� � � � � �� �������

　高金利（５％以上）起債の借り換え、償還

� � � �� �������

　職員数見直し（対前年１２人減）

　議員定数見直し（１８人 → １４人）

� � � � �� �������

　補助事業の見直し

　施設の統廃合（蓮台寺パーク、

　一部市営住宅、白浜小給食施設廃止）
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地
方
分
権
の
時
代
を
迎
え
、
国
と
地
方
は
対

等
な
関
係
に
な
り
、
今
ま
で
の
「
上
か
ら
の
管

理
」
か
ら
「
自
主
自
立
・
自
己
決
定
・
自
己
責

任
」
の
時
代
へ
と
変
わ
り
ま
し
た
。
成
長
社
会

か
ら
成
熟
社
会
へ
変
化
し
資
源
を
有
効
に
活
用

す
る
行
政
経
営
手
腕
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
財
政
健
全
化
を
進
め
、
負
担
の
公
平

を
図
り
将
来
に
向
け
持
続
可
能
と
な
る
明
確
な

取
組
を
示
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
上
で
、
借
金
の
返
済

や
事
業
に
係
る
運
営
経
費
、
人
件
費
等
は
経
常

的
な
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
経
費
の
比
率
が

高
い
と
、
投
資
的
事
業
を
行
う
こ
と
や
緊
急
事

態
に
備
え
る
こ
と
が
難
し
く
な
り
、
危
機
的
な

状
況
と
な
り
ま
す
。
現
在
下
田
市
は
経
常
経
費

の
割
合
が
高
く
（　

・
９
％
）
余
裕
の
な
い
状

８７

態
と
い
え
ま
す
。
な
お
、
経
常
的
な
経
費
の
な

か
で
、
借
金
返
済
に
充
て
ら
れ
る
割
合
（
実
質

公
債
費
比
率
）
は　

・
５
％
で
あ
り
県
下
で
３

２０

番
目
に
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

大
き
な
目
標
と
し
て
下
水
道
事
業
、
水
道
事

業
も
含
め
て
下
田
市
の
起
債
（
借
金
）
の
残
債

を
平
成　

年
度
末
に
２
０
０
億
円
以
下
に
す
る

２２

計
画
で
進
め
て
い
ま
す
。
こ
こ
数
年
、
必
要
最

小
限
の
事
業
投
資
に
抑
え
て
き
た
の
で
当
初
の

計
画
以
上
に
残
債
も
減
っ
て
き
ま
し
た
。
ま
た

高
金
利
（
５
％
以
上
）
の
起
債
に
つ
い
て
は
、

低
利
な
も
の
へ
借
り
換
え
に
よ
り
財
政
負
担
削

減
を
積
極
的
に
進
め
て
い
ま
す
。

Q　

現
在
の
財
政
状
況
は
ど
う
な
っ
て
い

ま
す
か
。

A　

財
政
の
硬
直
化
傾
向
が
見
ら
れ
行
政

運
営
に
余
裕
が
な
い
状
況
と
な
っ
て
い

ま
す
。

Q　

下
田
市
の
財
政
健
全
化
に
向
け
た
取

組
は
ど
の
程
度
進
ん
で
い
る
の
で
す
か
。

A　

下
田
市
の
身
の
丈
に
あ
っ
た
規
模
に

見
直
す
こ
と
を
優
先
し
た
取
組
を
し
て

い
ま
す
。

Q　

な
ぜ
財
政
健
全
化
を
最
重
要
課
題
に

し
て
い
る
の
で
す
か
。

A　

財
政
の
柔
軟
性
を
高
め
、
多
様
化
す

る
市
民
要
望
に
的
確
に
ス
ピ
ー
デ
ィ
に

対
応
で
き
る
ゆ
と
り
あ
る
状
況
を
創
り

出
し
て
い
き
ま
す
。
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自主自立・自己決定・自己責任による地域の経営

�����������������	
��


一般会計 ・ 下水道 ・ 上水道 ・ 集落排水の残債の推移

平成１２年度末の残債 （ピーク時） 約２５１億円
平成１９年度末の残債 （見込み） 約２１７億円
平成２２年度末の残債 （見込み） 約１９１億円
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社会情勢の変化に対応した行政サービスの継続的な見直し
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����

　　・市税の長期減収対策 （活力の創造）

　　・少子高齢社会への対応 （医療・福祉・教育等）

　　・公共施設の老朽化対策 （社会基盤整備） ･･･ｅ ｔ ｃ
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身の丈にあった行政経営を推進

��������	��������	

　平成１７年度から５年間の取組を示した

  「下田市集中改革プラン」 も３年目が経過

しようとしています。現在までの状況と

今後の取組についてお知らせします。

�

�

�

�

���������������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

財政健全化 （財政の柔軟性を高めること）

による対応


